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1．　はじめに
　近年，アジア諸国の経済発展には目ざましいものがあ糺すでに，韓国や台
湾は先進国の伸問入りを果たそうとしているし，アセアン諸国はMES入りを
目指すのみならず，マレーシァのように2020年には先進国の伸問入りを果たす
というビジョンを牟かげる国があるほどである。
　また，従来は社会主義国として市場が閉鎖的であり，かつ経済も停滞してい
た国々でも大きな変化がみられる。1979年以降，改革・解放政策をとり，経済
特区を設置し発展してきた中国でも，1992年の郵小平による「南巡講話」以降，
経済発展は加速化してきている。、中国に続いて，1986年に刷新政策を導入した
ベトナム，解放が始まりつつあるミャンマーなどの発展が期待されつつある。一
さらに，イシドも動きだしたと言われるようにな？てきた。
一このような，アジァ諸国の経済発展によって，これらの国々は確実に農業国
から都市・産業国へξ移行しつつある。、経済発展は，人々に所得の向上をもた
らし，核家族にもとづく都市のライフスタイルをもたらし，その暮らしを木き
く変えてきた。生活の変化の申で，現在最も顕著になってきているのは，一新し
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く都市化した中産階級をターゲットにした，百貨店，スーパーマーケット，さ
らにはコンビニエンス・ストアといった近代的な小売業の発展であるu〕。
　各種の近代的な小売形態が同時に発展しているが，そのなかでコンビニエン
ス・ストアは，アジア諸国において急速に発展している。コンビニエンス・ス
トアのなかでは，セブンーイレブンが，業界の一番手企業として他をリードし
ている。同社は，もともとアメリカで1920年代の末に成立し，1960年代の後半
から急成長してきた。1970年代になって，日本でイトーヨーカ堂がセブンーイ
レブン・ジャパンを設立して，エリア・ライセンスを取得して以来，アジア諸
国においても現地の大企業がエリア・ライセンスを取得し，多くの国でセブン
ーイレブンが発展することになった。
　1991年には，アメリカでコンビニエンス・ストアの生みの親でありセブンー
イレブンのライセンサーでもあるサウスランド社が倒産した。サウスランド杜
はイトーヨーカ堂グループに自らを買収し再建するように要講した。そうして，
イトーヨーカ堂グループがサウスランド社の株式の約70％を所有し，セブンー
イレブン・ジャパンで構築した経営システムを逆輸入して，現在サウスランド
社の再建にあたっている。1993年以降にはその成果が現れ，同社は現在では利
益を上げ回復基調にある（2〕。
　アメリカでは，このように経営的に行き詰まったセブンーイレブンではある
が，現在，日本をはじめとするアジアの国々では，急速に発展してきている。
このセブンーイレブンの急速な発展は，アジアの人々の生活を支える近代．的な
小売形態として，受け入れられたからではないかと思われる。
　したがって，本稿ではなぜ，いかにしてコンビニエンス・ストアであるセブ
ンーイレブンがアジア諸国で発展しているのか，その経営はどのような形で行
われているの明らかにすることを目的としている。これを，明らかにすること
によって，アジアにおける経済発展が人々に与える影響の一部を明らかにする
ことができると恩われる。
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　経済発展の段階によって，セブンーイレブンの展開も異なっているため，ア
ジア諸国をNlES，アセアン，そして中国の3つのグループに分けてみること
にする。
2．台頭する都市社会と中産階級
　アジアにおけるセブンーイレブンの発展は急激なものであるが，まずその実
態をみてみよう。第ユ表に，日本・アメリカおよびアジア諸国のセプンーイレ
ブンの店舗数の捷移が示してある。同表によれば，近年のアジア諾国における
セブンーイレブンの発展がめざましいことが分かる。アジアでの発展はヨー
ロッパやアメリカなどの地域と比べると，はるかに急速である。しかし，アジ
アの発展も，国によって異なり，同じNIES，同じアセアンの国々でもその発
展に差異がみられる。NJESでは，台湾の発展が急遠であり，すでに1，300店
を越えている。それに対して，韓国での発展は，それほど急なものではない。
香港およシンガポールはほぼ同じような発展をしている。
　アセアンでは，最近のタイにおける発展が急速である。マレーシアでの発展
は着実ではあるが，それほど急速なものではない。フィリピンは，ここ数隼で
急激な発展をとげ始めている。インドネシアには，かつて数店のセブンーイレ
ブンが存在したが，現在では完全に撤退している。中国は，深釧地域を中心に，
セブンーイレブンの進出が始まったばかりといえる。
　このような，急遠なセブンーイレブンの発展は，いうまでもなく，各国の消
費水準の上昇と規制緩和によ・る一もの七考えら一れる。まず，消費水準の上昇をみ
ると，アジァ地域は，近年先進国企業の生産・輸出拠点としての役割だけでは
なく，市場としての役割が強くなっていることがわかる。この地域における生
産・輸出の拡大は高成長をもたらすと同時に所得増大に結びつき，これが国内
需要を掘り起こし，さらには輸入増大に通ずる循環形態を作り出しているので
ある。
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第1表セブンーイレブン店舗数推移
年　度 1991 1992 ユ993 1994 1995 1996
アメリが1〕 6，640 6，314 6，018 5，863 5，424 5，587
カナダ 502 494 471 461 451 455
日　　本 4，545 4，974 5，401 5，809 6，269 6，765
台　　湾 666 709 809 925 1，158 1，346
タ　　イ 68 ユ58 271 339 554 7ユ4
香　　港 274 284 296 310 328 331
メキシコ 140 158 20ユ 2工3 221 220
オーストラリア 183 181 162 153 153 161
韓　　国 36 56 73 75 110 125
マレーシァ 81 86 85 87 93 101
スペイン 81 66 69 69 89 92
フイリピン 3ユ 35 46 66 83 105
シンガポール 63 67 75 84 77 81
イギリス 60 52 50 5ユ 53 55
ノルウェー 26 29 35 37 39 4ユ
スウェーデン 50 37 31 22 3工 37
申　　国 5 10 19 22 30
ブラジル 14 14 14 14 14
プェルトリコ 13 13 13 13 12 12
デンマーク 2 8 1ユ 22
グアム 5 5 7 9 10 ユ0
トルコ 4 12 12 10 9 9
パナマ 7 8 5
ヴァージン諸島 4
インドネシア 3 3
ω　アメリカの店舗数は，エリア・フランチャイズ店も含む。
艶所：サウスランド社rアニュアル　リポート』各年度より作成。
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　　　　第2表アジァの国内総生産
国　　内　総　　生　　産
名目GDP（億ドル） 1人当たり（ドル）
1991 199219931994 1991 ユ9921993 1994
香　　　港＊ 8601．00771，1601，31014，94217，32419，60321，759
韓　・　国 2，9423，0793，3283，8086，7997，0537，5548，567
シンガポール 436 495 572 69015，78817，55419，91423，532
台　　湾＊ 1，7942，1222，2262，4工0 8，982ユO，47010，85211，629
中　　　国 3，7934，3565，4465，082 324 368 455 420
インドネシア ユ，ユ66 1，280ユ，58⑪ ユ，755 643 694 842 920
マレーシア 471 580 633 7062，5913，ユ17 3．3233，594
フイリピン 454 530 544 641 722 824 828 956
タ　　　イ 987 1，1I31，2501，4301，7351，9272，1332，408
出所：晦外経済データ』平成8年10月号　経済企画庁調査局海外調査課喧
資料：0ECD加盟国はOECD，’’MAlN　ECONOMIC　lND1CATORS”、‡は各国統計，他はIMF■FS｝。
　すでに，韓国や台湾では輸出依存度が低下し始めており，韓国の場合1987年
の最高の42．0％から，1994年には30．0％まで低下しており，台湾も87年のピー
クの57．3％から1994年には44．3％まで低下してい私タイやマレーシアでは，
現在まだ輸出依存度は上昇しているが，いずれ低下するものと期待される。
　需要部門に占める民聞消費支出は，アジアのどの国も5割を越えるが，その
消費の中身が変化してきている。家計に占める食費の割合が減少し，そのため
エンゲル係数は，1994年には韓国では29．0％，シンガポールでは18．5％へ低下
している。タイでは，都市部のバンコクでは1992年に32．3％となっている。
フィリピンや中国では，全世帯でみると依然所得の50％くらいとなっている。
　こうした変化は，いうまでもなく経済発展にともなう所得増大にもとづく。
第2表に，。アジア諸国のGDPの増加の様子がまとめてあるむNIESについて
は，1人当たりGDPが2万ドルを超える国が，シンガポールと香港であり，
台湾がユ万ドルを超えている。韓国についても，この表ではあらわれていない
が，1995年に1人当たりGDPが1万ドルを越えたといわれる。アセアンでも，
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過去5年間急速に伸び，1995年にはすべてのアセアン諸国のユ人当たりGDP
は1，000ドルを越えるようになった。
　所得に応じて消費者の行動が変化するといわれている。1人当り所得が
1，000ドル時代には，TV，扇風機，冷蔵庫，洗濯機などの家電製品にその支出
が向けられる。そのため，アジアの大都市の中間階層においてはこれらの商品
の保有率は，ほぼ100％を達成している。同2，000ドルになると，大衆消費社会
の入り口に立つと言われている。肉食が増加し，外食が隆盛し，食事の簡便化
がすすむ。大衆消費社会の到来は，流通機構に大きな変化が生じ，伝統的な形
態から近代的な小売形態が誕生することになる，つまり流通革命の始まりであ
る。同3，000ドルになると，自動車が急速に普及するといわれている。
　所得の上昇にともない，人々の消費行動は大きく変化する。そして，この所
得をリードするのが，それぞれの国の中間層ということになる。相対的にはそ
の割合は決して大きなものではないが，現在ではすでに20－30％が申閻層とい
われている。所得が統計として明確に把握できないので，はっきりしたことは
言えないが，アジア諸国では統計に載らない所得が多くあり，実質的には購買
力平価を評価すると，将来かなりの規薩になると考えられる③。
　このような経済発展にともなう所得の上昇こそ，近代的な小売企業の発展の
背景になっているのである。例えば，現在では，ソウルの若者には，コンビニ
エンス・ストアは欠かせない存在になっている。また，消費水準の向上と規制
緩和が追い風となって百貨店の建設ラッシュも続いている。庶民の娯楽として
のレジャー産業も人気を呼んでおり，プロ野球やプロサッカーの試合には多く
の観客が押し掛けるようになってきた。海外旅行もブームになり，乗用車も高
級車がよく売れている。国民生活は確実に豊かになっているのであるω。中国
などの場合，人口の10％が中聞層を形成しても，その数は1億を超えるのであ
り，大きな市場を創造することになる。
　さらに，消費を所得以上に促進しているのは，国民的統合による全国市場の
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形成や国境をこえたマスメディア，通信，さらには海外旅行の普及により，海
外のライフスタイルに直接接する機会が多くなりつつあることである。そのた
め，アジア諸国では先進国のライフスタイルを取り入れる形で，欧米化・日本
化が進んでいるといえる。
　また，都市化の進行も急速である。アジア各国は，首都を中心に都市化が進
行している。都市の市街地の拡大により，人口の集中と増大，郊外化の進展，
分譲住宅や商業センター，複合商業施設の開発によってさらに都市が膨張する
といった形をとっている｛5〕。
　すでに，1980年代半ばには，アジア諸国における経済発展と大衆消費市場の
台頭とそれに対応する日本の小売企業のこの地域における進出について関心を
払っていた研究者も存在している。しかしながら，その当時の関心はNIESが
中心であり，実際のアジア進出企業は日本人観光客や現地の一部上流階級を対
象にした伊勢丹，大丸，そごうといった百貨店やキミサワやヤオハンといった
スーパーに限られていた。
　この時代の研究者も，経済発展による所得の向上による大衆消費社会の台頭
によって，消費者の嗜好の高級化・多様化が進んだため，既存の流通機構・販
売形態では対応できなくなり，海外からのノウハウを入れることによって，そ
の近代化を推進せざるを得ない状況になっているとことも指摘している㈲。
　1980年代後半になると，NIESのみならずアセアン諸国，さらには申国まで
もが経済発展の恩恵を享受し，その結果所得が上昇し，消費行動が変化し，現
在では，その大衆消費市場は10年前に比べて，比較できないほどの規模になっ
ていきた。こうした変化に対応するために，百貨店，スーパーマーケットなど，
近代的な小売企業が急速に発展している。なかでも，コンビニエンス・ストア
の発展は，急速である。おそらく，コンビニエンス・ストアの発展は，こうし
た大規模な大衆消費社会の台頭を反映したものと思われる。以下，各国ごとの
コンビニエンス・ストアの発展をセブンーイレブンの発展を中心にみてみよう。
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3．NIESのセブンーイレブン
　NIESのセブンーイレブンの発展は，大きく二つのタイプに分かれる。ひと
つは，イギリスの影響を受けて，都市国家を形成しているシンガポールと香港
であり，もうひとつはかつては日本の植民地であった韓国と台湾である。シン
ガポールと香港のセブンーイレブンは，偶然香港に本社を有するデイリー・
ファーム社（Dairy　Farm　Intemational　Holdi㎎s　Ltd．）の傘下にある。
　シンガポールは，シンガポール人280万人，外国人居住者40万人を含む320万
人の都市国家である。しかも，中国系が78％，マレー系13％，インド系7％，
その他3％といった多民族国家である。この都市国家で，経済発展の結果，小
売業には大きな変化が進みつつある。郊外・近郊の中心地が発展し，輸送シス
チムの改善によりアクセスがよくなり，さらには社会的・余暇的な活動がます
ます増加しつつある。こうした変化のなかで，伝統的なスーパーマーケットや
ミニマートの重要性が高まりつつある。とくに，居住場所に近いスーパーでの
買い物が増加している。
　シンガポールにおける1993年の小売業態別にみた売上高の内訳が，第ユ図に
示されている。1993年のシンガポールの小売総額は35億820万ドルである。そ
のうちスーバーマーケットが30％，ミニマートが20％，食料品店が30％，漢方
薬店が7％，薬局5％，コンビニエンス・ストア3％となっている。シンガ
ポールでは，近代的な小売業としてのスーパーマーケットの伝統が長いことが
分かる。
　シンガポールは，従来マレーシアなど周辺諸国までも後背地・商圏とした趨
広域的な中心商業集積を有してきた。ところが，近年周辺諸国の経済成長と国
内都市機能および商業集積の充実化にともない，この中心商業集積としての地
位は急速に低下してきている。
　こうしたなかで，一部の超大型施設等は例外としても，シンガポールの商業
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第1図シンガポールにおける小売形態別の市場シェア（1993年）
（30％）雑貨店
（3％）
コンピニェンス・ストア　　　（35％）
　　　　　　　．．い．　　　　スーパーマーケット
（5％）薬局
（7％）漢方薬店 （20％）小規模市場
小売総売上 S3，508．2百万シンガポール・ドル
％ 売上高
スーパーマーケット 35 S　1，227．90
小規模市場 20 S　　701．60
漢方薬局 7 S　　245．60
薬　　局 5 S　　175．40
雑貨店 30 S　1，052．50
コンビニエンス・ストア 3 S　　15．20
合計 ユ00 S3，508．20
出所：コールド・ストアレッジ（シンガボール）社，内部資料より作成。
集積は総体として，国内市場をメインとした広域的な商業集積へとその催格と
規模を縮小させることが必要となりつつある。そのため，シンガポールの商業
集積としては，商圏の縮小による市場規模の縮小を経済成長にともなう国内市
場の拡大によってまかなうことが期待されるところである。最近の中心市街地
の外資系ショッピング・センター淘汰の始まりと，一部外資系ショッピング・
センターの地元住民をターゲットにした郊外店の展開は，こうしたシンガポー
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ルの小売環境の変化を背景にしたものである。従来，大規模小売店が出店して
も地元小売店が善載してきたのは，おそらく外国資本のショッピング・セン
ターは観光客や地元の超富裕層，国内資本のショッピング・センターは現地人
を主要な顧客層としていることによるものと思われる。地元消費者をターゲッ
トに当初から発展してきたコンビニエンス・ストアは，こうしたシンガボール
小売環境の変化を先取りするものであったといえよう。
　シンガポールでのセブンーイレブンの発展を争てみ半う。シンガポールのセ
ブンーイレブンは，当初ジャーディン・マセソン・ホールディング社Oerdlne
Matheson　Holdings　Co．，Ltd．）によって経営されていた。その後，コールド・ス
トアレッジ・シンガポール社（Cold　Storage（Si㎎apore）Co．，Ltd．）の傘下に
あったグッドマン・フィールダー・ワッテイーズ（Goodman　Fie1der　Watties）
によって買収された。1993年3月に，デイリー・ファーム・インターナショナ
ル社が，コールド・ストアレッジ・シンガポールのセブンーイレブンを含む同
社のすべての事業を買収し，現在にいたっている。1994年1月現在の同社の組
織図は，第2図のとおりである。
　シンガポールのセブンーイレブンは，コンビニエンス・ストアのなかで絶対
的な強みをもっているわけではない。その競争相手は，Econo－Minimart，Hap－
py　Family，NTUC　Franchise，G－Stores，その他となっている。最近，急成長を
しているのは，G一ストアと呼ばれるガソリン・スタンドに併設されたコンビ
ニエンス・ストアで，ここれはエッソやシェルといった石油会社が先駆企業と
なっている。
　こうした競争のなかで，セブンーイレブンはいくつかの問題に直面しつつあ
る。それらは，マージン率やマーケットシェアが低下しつつあることである。
とくに，自動車を運転する比較的上層階級の顧客を石油販売も行うG一ストア
に奪われているのである。
　こうした問題を解決するために，セブンーイレブンは店舗を増設し，経営情
　10
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報システムを構築し，流通機能を外注化するといったことを考えつつある〔7〕。
　香港では，ジャーディン・マセソン・グループの中核企業の一つであるデイ
リー・ファーム・インターナショナル社が1980年にサウスランド社とエリア・
フランチャイズ契約を結び，香港での営業権を獲得した。デイリー・ファーム
社は100％出資の子会社コンビニエンス・ストア社（ConvenienceStoreCo．，
Ltd．）を設立してセブンーイレブンを展開している。香港でも，比較的スー
パーマーケットの発展が先行しており，セブンーイレブンは厳しい競争を追ら
れているようである。競争企業としては，サークルKなどがある。
　コンビニエンス・ストア社は，1995年現在末で328店を所有しており，その
うちの177店がフランチャイズ店，残りが直営店である。毎年10－15店の出店
を計画しており，3年以内に370店を目標にしている。また，香港のセブンー
イレブンは，中国への進出を行っており，すでに1996年で22店を有しており
ユ996年には50店舗を開店している。同社は，広東省でも展開を考えており，
1995年に事務所を設立し，1996年中に10店を展開する予定にしていた｛8；。
　一方，同じNIESでも，台湾の状況はシンガポールや香港とは大きく異なる。
台湾では，スーパーマーケットの発展は，それほど進んでいない。台湾では，
1980年代になって外資と提携する形で百貨店，スーパーマーケット，デイスカ
ウント・ストア，コンビニエンス・ストアがいっせいに発展し始めた。台湾で
は，すでに1963年に都市の高所得者層を対象にスーパーマーケットが開店した
が，それが一般大衆を相手に普及するのは1980年代に入ってからのことである。
1985年5月に外国人投資条例が改正され，サービス業への外国企業の進出が認
められるようになった。それ以後経営ノウハウを蓄積した日本をはじめとする
外国資本の参入が活発になったのである。1981年には，初めて現地資本の台北
農産の経営するスーパーマーケットが誕生した。日本からの最初の出店は，
1985年の千葉薬品の雅客超級市場であった。その後，1986年に松青，88年にカ
スミ，サミットが相次いで出店した（9〕。
　12
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　台湾では共働きが一般的であり，屋台や市場が広範に普及していた。そのた
め，スーパーマーケットについては，その特性である肉食提供機能がいまだ十
分には受け入れられてはいない。消費者がスーパーで加工食品を購入し，家庭
で若干調理するといった程度の利用方法である。そのため，スーパーマーケッ
トの性格は微妙に変化し，日用雑貨の割合を高め，食晶のなかでは加工食晶の
割合が高くなっている。台湾では，このようなスーパーマーケットの発展のプ
ロセスから低価格性を訴求する形をとっておらず，むしろ品質，品揃え，イ
メージなどを追求せざるを得なくなっている。
　このため，台湾ではコンピニエンス・ストアはスーパーマーケットを補完す
るというかたちではなく，独自の市場を形成しつつある。それを如実に物語る
のが，セブンーイレブンをはじめとするコンビニエンス・ストアの急速な発展
である。コンビニエンスの数は，1995年末で，統一超商1，158店，統一麺包
650店，全家（ファミリーマート）289店，莱爾富229店，OK（サークルK）
208店，翁財貴179店，申日超蘭146店，界揚超商146店，福客多130店，掬水軒
6ユ店，新東陽29店，松青超商16店となっており，コンビニが全部で3，218店存
在していた。なかでも，統一企業のセプンーイレブンは，圧倒的な強さを誇っ
ており，35％の市場占有率を有しているo⑥。
　台湾の場合も，統一企業という台湾有数の財閥企業がセブンーイレブンのエ
リア・フランチャイズを有している。統一企業は1967年に設立され，小麦粉や
家畜の飼育からサラダ油，缶詰食品，紙容器，ミルク，醤油，パン，インスタ
ント食品，清涼飲料水など多数の食晶分野に多角化した台湾最大の食晶製造企
業である。同社の売上は1967年5，600万台湾ドルであったが，1985年には1，360
億台湾ドル，従業員4，600人の大企業へと発展している。また，1979年に全省
に14店の食料晶を開店し，小売部門にも進出した。
　統一企業のコンビニエンス・ストアヘの進出にあたっては，現在統一超蘭般
分有限公司の総経理である徐重仁氏が一貫して大きな役割を果たしてきた。同
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氏は早稲田大学大学院商学研究科在学中に住んでいた世田谷の近所のセプンー
イレブンをよく利用しており，これは将来の台湾で有望になる小売形態になる
と確信したという。そのため，帰国後統一企業に入社した徐氏は，セブンーイ
レブンヘの進出を担当したという。また，同氏の話では当初はセブンーイレブ
ン・ジャパンと提携関係を持とうと考えたが，制度的に不可能であった。その
ため，緕局アメリカのセブンーイレブンの所有会社であるサウスランド社と契
約することになったのである。
　ここで，台湾のセブンーイレブンの発展を振り返ってみることにしよう。
1979年10月，台湾の統一企業は，アメリカのサウスランド社とエリア・ライセ
ンス契約を結び，翌1980年2月に台湾で最初のセブンーイレブンを台北に開店
している。当初は，朝7時から夜11時までしか営業を行っていなかったが，業
績が悪く1982年に独立経営会社を事業部とした。1983年に全国規模で10店を選
択して，営業時聞を24時聞とした。その後，業績は改善し，1990年に全国のセ
ブンーイレブンで365日24時聞営業体制を確立した。1985年に初めて利益を計
上し，ユ986年に100店目が開店，EOSおよびPOSシステムを研究し始めてい
る。！987年の7月6日台湾のセブンーイレブンは再び独立して，株式有限公司
となった。同年，高雄に150店目が開店した。この年の売上は26億元に達した。
1995年5月に，店舗数は1，000店を超えていたのである。
　組織については，総経理のもとに4つの部門がある。それらは，管理群（法
律問題および問い含わせ，開発システム，財務計画等の役割を果たす），営業
群（店舗と直接関係のある部分と各地域の営業部分の管理をする），発展群
（店舗の修理および店舗の数を増やす），販売群（商品開発・晶質管理および
物流および広告），さらにスタッフ部門として企画群および広報諜がある。
　同杜の営業サービスの革新は，台頭する中産階級の二一ズに対応するため，
その経営理念に商品の豊富さ，品質の高さ，新鮮さ，清潔さと親切なサービス
などが反映されている。経営問題については，年に4回ぐらいアメリカ本部か
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ら担当者がやってきて調査をする。1回の調査のための滞在は1週聞位で，い
ろいろな問題はアメリカに持ち帰って検討される。アメリカ本都との連絡は，
企画部門を通して行われる。
　提供するサービスの内容についてみてみよう。同社は，1980年の台北ユ号店
で，世界のセブンーイレブンで販売されているスラピーを販売し始めた。83年
からは冷やしたコーラやインスタント食品，コーヒー，ミルクテイー，おでん
などの商晶を拡大した。特殊商品はアメリカから輸入し，インスタント食晶は
日本を模傲して取り入れている。
　1985年から86年にかけて，経営載略はすでに明確となり，特殊商品およびイ
ンスタント食晶を積極的に開発し，顧客の二一ズに対応し始めている。台湾の
セブンーイレブンは，日本から多くのものを学んでいるが，台湾独白の商品も
多く開発した。その代表的なもので，アジア諸国でヒット商晶となった茶葉蛋
（チャー工一タン）がある。これは，ゆで卵をお茶など漢方薬を煎じた出汁の
なかでおでんのように煮たものである。これに対して，黒い食べ物で店舗イ
メージを壊すという理由で，当社アメリカのサウスランド社は反対をした。し
かし，台湾側では，アメリカ側は台湾の国情がわからないと考え，独自に茶葉
蛋の販売をし始めたという経緯がある。
　台湾では，1983年ごろから大衆の生活様式も変わり始め，経済もよくなって
きた。戒厳令が解除されるまでは，夜の外出も一般的ではなかった。しかし，
すでにみたように，1986年以降台湾セブンーイレブンの店舗はすべて1年申24
時問営業となる。セフンーイレブンは，顧客の二一ズに対応するため，商晶の
製造日を表示し，晶質を高めるための検査体制を確立し，毎月約5⑪の死に筋商
晶を廃除している。最近は，消費者二一ズにあわせてフードサービスのイメー
ジを強化し，ファースト・フードや電子レンジで温める食品を導入している。
1990隼から，同社はセルフサービス商品を増やしている。　　　　　　　、
　商品については，国内製晶のみならず，海外からも輸入しているが，それら
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の共通の特徴は，コンビニエンス・ストァの特徴を反映してすぐ食べられるも
のとなっている。アメリカ本部の意見を入れ，1994年7月からは弁当を導入し，
正式に外食市場に参入した。台湾で有名なGMP弁当製造所が弁当の製造を担
当している。弁当などの在庫管理のため，各店では摂氏18度の温度を維持する
ために冷蔵ケースを置いている。これらの商品の味を維持するため，日本を訪
れてその管理を学んでいるという。
　さらに，店内にはアメリカ方式を取り入れ，ATMの設置，郵便業務，テレ
フォンカード，その他のサービスなどを提供している。台湾では，「お客様は
最後の裁判長」といわれ，顧客の二一ズを最優先することを従業員に徹底させ
ている。また，ワールド・カタログによる通信販売を行い，台湾の消費者に世
界中の商品の情報を提供する。
　店舗立地については，アメリカは郊外の住宅地および会社の集中している地
域であったので，当初これを模倣した。しかし，当初台湾では商業地や住宅地
域ははっきり分かれていなかったし，自動車所有比率も低く，セブンーイレブ
ンは店舗を小路に立地したため，伝統的な雑貨店と直接競争することになった。
しかも，セブンーイレブンは商晶価格は雑貨店よりも1－2元高かったので，
競争上有利ではなかった。1983年から，立地戦略を変更し，昔の小路から交通
要路に変更した。こうした立地と同時に，24時間営業戦略のもとで，セプンー
イレブンは消費者にとって注目すべき存在となり，既存の雑貨店に対して競争
優位を獲得したのである。
　成立初期には，経験不足のためアメリカの親会社のようなフランチャイズ経
営をせず，直営店を展開していた。しかし，1990年から規模拡大するために，
フランチャイズ店を増やし始めているが，アメリカのような委託制度ではなく，
日本で一般的な特許加盟制度を導入している。1991年以後，良い立地場所がな
くな．り店舗の出店が難しくなったため，1993年から委託加盟を採用し始めた。
同時に，内部創業制度のプランを加えると，約55％の委託加盟は内部創業に
　16
　　　　　　　アジア諸国におけるコンビニエンス・ストアの生成と発展　　　　　　　ユ7
なっている。加盟店比率を拡大するために，外部の人を募集するのみならず企
業内部の人たちも募集している。1995年末までには直営店と加盟店の比率は同
じくらいになっている。
　商品の陳列はアメリカと大体同じで，顧客の購買欲を充たすために導線を導
入している。そのため，よく売れる商晶は奥に，衝動買いおよび高利益商品は
店内のもっとも目立つところに並べている。関連のある商品は一緒にならべ，
おやつは飲み物のとなりに並べている。雑誌新聞はウィンドウ前におき，立ち
読みを許している。立ち読みを許しているのは，顧客の滞在時間を長くし，こ
の店舗が人気のある店と見せるためである。商品の陳列は，顧客の便利さ，作
業のし易さ，顧客の購買欲をそそるといった諸目的を調整しながら行われる。
　30坪未満の店舗で2，000品目から2，500晶目を取り扱わなければならないコン
ビニエンス・ストアでは，他の国と同様に，商品の配送が大きな間題となる。
配送システムは，当初，アメリカの集中配送を採用していた。申歴と永康に2
カ所の物流センターを設置し，商品はこの2カ所に集中し，配送をおこなった。
集申配送は大規模な土地が必要になる。しかし，土地の取得がむずかしいので，
1990年から日本のセブンーイレブンの専業分工配送方式（製販同盟による共同
配送システム）を採用して，食料雑貨品は同盟関係の下で行い，他は専業の会
社にまかせる体制をとった。
　小規模な店舗に大規模な在庫を持つことはできないといった多店舗化したコ
ンビニエンス・ストアでは，多頻度・小口配送が不可欠である。台湾をはじめ
アジア諸国では，大規模な製造業者は直接小売業者へ配送するのが一般的であ
り，コンビニエンス・ストアの食品や日用品の配送においては，現地の卸売商
では，きめ細かい商品配送や晶揃えが二一ズに対応できなくなっている。この
ため，統一企業は1990年4月に三菱商事および菱食と合弁で「捷盟行鎖」とい
う卸売会社を設立し，この卸売会社がセブンーイレブンを対象に同年7月から
卸売業務を行っている。同社ぱ，資本金5，000万台湾ドルで，出資比率は統一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17
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企業51％，二菱商事25％，そして菱食25％となっている。
　この卸売会社は，菱食が日本のコンビニエンス・ストアやスーパーの多品
種・少量・定時配送という厳しい要求に対応して組み立てた先端システムを導
入し，現地のセブンーイレブンが使用している2カ所の配送センターに菱食の
物流情報システムを導入して，卸売事業を行うのである。小売店からの受注，
商品の小分け，鮮度管理，値札付け，配送などをすべてコンピュータで管理し，
効率的な在庫管理と迅速な配送，二一ズに合った品揃えを行っている血o。
　統一超商は，1979年からコンピュータを導入し，経営の含理化およびシステ
ム化を促進している。また同社は，小売業として台湾ではじめてEOSを導入
している。ハード面については，ワング社と提携してコンピュータ・オーダー
システムを開発している。各店舗が注文したものに関する情報を本社に転送し
て，本社のスタッフがそれをみて処理し，物流センターや他の問屋に連絡する
システムを作り上げ，1989年に完成している。一方，EOSの運営システムは
日本から移転したもので，日本企業と提携して共同開発したシステムである。
　物流配送以外は，在庫の管理が大きな問題となっている。アメリカの会社の
作業の流れを導入して，管理を行っている。店長は，自分で商晶の在庫を決定
することができず，これは本社で決定される。特殊の領域である病院や観光名
所などでは，専門的なグループが担当する。本社は，すべての商晶について最
低隈度の在庫量を決めているので，これより少なくなれば補充することが必要
となる鉋このコンピュータ・オーダー・システムを利用しないで注文するとき
には，パンを配送している運転手にオーダーを手渡す。運転手は，それを問屋
に渡す。店長は，コンピュータに商品の種類，数を入力して，その資料を処理
センターへ伝送して，その処理センターは本社および同盟の問屋に流してオー
ダーは終了する。
　内部のコミュニケーションについては，以下のとおりである。スーパーバイ
ザーが毎週本社に集まり，地域区課会議を行い，日々の新しい問題について検
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討することになっている。スーパーバイザー以上の幹部は，経営革新会議に月
2回出席して，本社は重要な経営の問題や販売活動などを説明する。さらに，
毎月店長会議が開催され，店長はその時に意見を述べることができる。会議以
外に，会社の全体のコミュニケーションは，社内新聞を通じて図られている。
ひとりのスーパーバイザーは，大体8店に対して貢任持っている。彼らは週3
回店舗を訪れ，店のイメージや清潔さや店員のサービスをチェックする。直営
店に対しては，本部として直接コミュニケーションをはかることが容易である
が，加盟店に対しては店長とのコミュニケーションをとりながら，店長にいろ
いろな問題を解決してもらうことになっている｛孔
　以上みたように，台湾の統一超商の経営・営業戦略については，当初アメリ
カのセブンーイレブンのシステムをそのまま台湾に持ち込んでいた。そして，
主婦を対象として住宅地に店舗展開をしたが，これは失敗してしまった。とい
うのは，晶揃えではスーバーマーケットに，便利さでは近所の伝統的な商店に
かなわなかったからである。つまり，受入国台湾におけるコンビニエンス・ス
トアの概念が明確にされなかったからである03。
　そのため，1985年に市場調査がなされ，対象市場を労働者，働く女性，若者，
そして夜型の人々へと変更し，立地も歩行者の多い街角に変えた。また，伝統
的な商店との競合を避け，晶揃えも対象とする人々の二一ズを充たすことがで
きるように拡大され，ファースト・フードの取り扱いも拡大された。同時に，
他のコンビニエンス・ストアとの競合を避けるために，差別化もはからなけれ
ばならなかった。そのために，銀行，郵便，電語・通信，各種チケットなどの
サービスの拡大をはかり，情報システムを導入した。台湾では「老板」といっ
て，組織に属するよりも自ら独立するという考え方が強く，フランチャイズは
あまり発展しないと考えられていたが，統一超商フランチャイズ・システムも
導入し発展させた。こうした改革によって，台湾のセブンーイレブンは1986年
以後，急速に発展したのである。
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　こうして，台湾の消費者に適合するように経営戦略を変更して成長した台湾
の優良企業となった統一超商は，現在，株式上場の準備を進めるまでになって
いる。その狙いは，「企業のイメージ向上と，経営の効率化だ。取引所の審査
を経ることで経営内容を改めて検討できる。」｛14というものである。
　一方，韓国におけるコンビニエンス・ストアの発展は台湾に比べるとはるか
に緩慢であった。韓国に登場した最初のコンピニエンス・ストアは，1980年に
開店したニューコア百貨店が1981年に江南に開店した「ニュータウン」である
といわれる。しかし，当時は韓国の経済は不況下にあり，夜闘の外出禁止など
のために，コンビニエンス・ストアの流行は生じなかった。その後，1980年代
の不況から立ち直り，夜問外出禁止が解除され，自動章が普及することによっ
て，仕事や遊びで深夜まで生活をする人々が増えてきたことによって，次第に
コンビニエンス・ストアを受け入れる基盤が整備されてきた蝸。その後，コン
ビニエンス・ストアが急速に成長するのは，流通の自由化が行われた直後の
1989年5月以降のことであった。つまり，流通の市場開放措置により，海外企
業との技術提携が可能になったのである。この年，同和産業がアメリカのサウ
スランド社と提携して設立したコリア・セブン社がセブンーイレプン，太虎流
通がローソン，そして，サークルKコリアがサークルKと，合計7店を出店し
た。その後，いくつかの企業が参入し，アメリカ系が1992年末で，セプンーイ
レブン55店，ローソン（その後コロン流通とデイリーマートの提携による）48
店，サークルK（ハンファ流通とサークルKの提携）83店，日系がファミリー
マート（普光とファミリーマートの提携）118店，ミニストップ（味元通商と
ミニストップの提携）117店，am／pm（三養石油とam／p㎜の提携）！8店，バ
イザウェイ（東洋マークとサンクスの提携）18店と外国企業との提携によって，
コンビニエンス・ストアが急増した。一方，外国企業と提携しないLG25
（ラッキー金星）150店のローカル企業も生じた。上位8社の1993隼6月末の
総店舗数は1，O02店と急増している。
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　しかし，その後競争が激化し，韓国のコンビニエンス・ストアで利益の上
がっているもはないといわれているほどである。ある統計によれば，1994年現
在で1，725店のコンビニエンス・ストアが存在していた。また，別の統計では，
1996年現在で1，697店が存在していたといわれてい孔この2つの統計を直接
比較することはできないが，これらの統計から1994年から1996年にかけて，韓
国のコンビニエンス・ストアの競」争が激化し，不採算店の整理，新規出店の自
粛，本部と加盟店間の対立などで，出店があまり増えなかったことが分かる。
韓国でセブンーイレプンを展關していたコリア・セブンは1994年8月，ロッテ
の現地法人に買収されている。現在ロッテ・グループは，積極的に小売業態を
多角化する政策をとっているが，この一環として，コリア・セブンを買収した
ものと思われる。
　現在，韓国のコンビニエンス・ストアの1店がカバーする人口数は1万
8，000人で，その状況は日本の1979年当時とほぼ同じである。J1NRO（ベスト
ア），LOTTE（セブンーイレブン），コロン（ローソン）など，既存のコンビ
ニエンス・ストアを買収した大企業が今後出店を加速化し，売上高も年率20％
位で増加すると予想されているので，今後韓国のコンビニエンス・ストアは急
速に発展すると考えられる。
　セブンーイレブンについてみても，1995年末で110店，1996年末でもまた125
店にとどまっている㈹。このように，比較的発展が緩慢であるコンビニエン
ス・ストアではあるが，依然としてパパ・ママ・ストアなどの零細業者の多い
流通業に対して，百貨店や総合量販店以上に人々の生活や流通革命に影響を与
えたのがコンビニエンス・ストアであったと言われているo勃。
4．　アセアンのセブンーイレブン
　アセアンの国も急連な経済発展を遂げるなかで，都市を中心に大衆消費市場
が形成されつつあり，これをターゲットにした近代的な小売業の導入が盛んに
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なりつつある。百貨店，スーパーマーケット，ディスカウント・ストアー，カ
テゴリー・キラー，ホーム・センター，会員制の卸売商など，多彩な業態が同
時に開花しつつある。
　しかし，一方で経済発展の恩恵を受け，近代的な都市生活を享受できる層は
限られているともいわれている。そのため，消費者が伝統的な小売形態に依存
する層と近代的な小売形態に依存する層とに階層分化が進んでいるといえる。
　こうした発展の典型的な国はタイであろう。まずタイの場合，中産階級ある
いは中間所得層が増加しているといっても，これが所得階層の申位を示すもの
ではない。一般的な認識としては，中間所得者層とは世帯収入が4－6万バー
ツで持家，自家用者を所有する層のことである。この層は所得階層10分位から
すると7分位・8分位の階層であり，統計上の分類からすると上位に属する。
しかしながら，この層は家や自動車のローンに追われ，生活防衛のために日常
の買い物はディスカウント志向の店舗を選択する。その結果，各社が競ってこ
の大型ディスカウント業態に参入する結果となっている。下位5分位以下は，
近代的な大規模店の対象にはなってないと思われる（第3図参照）。しかし，
彼らに属する一部の中聞分位の人々のなかにも便利さや衛生などに対する関心
が生じつつあり，コンビニエンス・ストアの利用客が増加しているものと思わ
れる。
　タイでは，CP（Charo㎝Pokaphand）グループが，セブンーイレブンのエリ
ア・ライセンスを取得している。同社は，アグロビジネスを中心に発展してき
たが，近年多角化を進めており，なかでも積極的に流通小売業に進出している。
これは，高度成長を遂げた結果，従来の流通機構では消費者の二一ズを充たす
ことができなくなったので，新しい複数の流通形態に進出しているためである。
卸売りレベルではオランダのSHV　Holdi㎎sと合弁でMakroという現金持ち
帰り制の卸売りスーパーマーケットを展開し，小売では日本の西友と提携して
Smny’s　Supermarketをバンコク郊外に設立している。また，CP　Seven－Eleven
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　　　　　　　　第3図　タイにおける所得1q分位による顧客分類．
　　（統計上）　　　　　　　　　　　　小売業のクラス分琴（BKK）
∵　1脇一多三㌧1■∴ll1二
賂上μド川衡　　　L
　　　　丁　　　　　　　　　　　　第3分位　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対象とならない　　　　　　　　　　　　　（ユO％）
出所：JETRO　B囲㎎kok『タイ国経済概況（1996／97，隼版〕』
　　（盤谷日本人商工会議所，1997年）。
Co．，Ltd．を1989年に設立して，タイにおけるセブンーイレブンを展開している。
　東南アジアのなかで，最も急速にコンビニエンス・ストアが発展している国
もタイであるといえる。　、
　タイのセブンーイレブンの近年の発展には目ざま．しいものがある。1991年に
68店しかなかったものが，1996年末では714店舗と急成長している。これは。
CPセブンーイレブンがタイ国内の企業にエリア・ライセンスを与えているた
めと思われる。経済発展の結果，企業活動が全国的になり，バンコクを中心に
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発展してきた巨大企業が，地方に進出を始めた。このため，地方のビジネスマ
ンたちは，これに対応する必要が生じた。チェンマイのタントラパント
（Tantraphand）グループは，CPグループから北タイ上部地方8県でのフラン
チャイズを獲得し，1995年7月現在チェンマイ市および近郊だけでも店舗数は
20店に達しているといわれている㈱。
　店舗の増加に伴って生じる問題は，各店舗への商品の供給システムの間題で
ある。既存の流通システムが不十分なタイでは，この業務も外資系企業に依存
する傾向が強まっている。
　タイでの食晶流通は典型的なプロダクトアウト型構造であり，中聞流通抜き
で小売商との直結型である。これは，従来製造業者も小売業者も数が少なかっ
たこと，高率の輸入関税等に守られて，製造業者は製造すれば売れるという状
況であったため，製造業者に卸売商の必要性などが認識されてこなかったし，
製造業者の交渉カの強さから，定期配送，共同物流によるコスト削減の意識が
生まれていなかったことによる。さらに，タイ国内では，現在では少しづつし
解放されつつあるとはいえ，従来国軍関係の輸送業者が独占的市場を支配して
いたこともあげられる。こうした状況では流通はきわめて非効率であり，多晶
種・少量販売形態のGMSタイプの店舗での在庫負担は日本のスーパーの3倍
近くに及ぶといわれていた。
　そのため，例えばサイアム・ジャスコは，単品大量販売業者であるホール
セール・クラブ（マクロー社）・やデイスガウント・ストア（ロータス社）など
のローコスト型店舗との競争上，日系の菱食に物流を依頼している。菱食は，
1995年11月に，資本4，300万バーツでRS－Thiland　Company　Limited（株式会社
RSタイ）を設立し，バンコク市バンケン区クロンタノン（通称ラクシー）に
物流センターを建設し，1996年4月からそれを稼動させた。合弁会社の出資比
率は，菱食49％，サイアム・ジャスコ31％，泰MC商事会社15％，泰三菱倉
庫会社5％となっているo勃。在庫管理，伝票管理，ピッキング，検品などの業
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務を一元的にRSタイが実施することによって，個々の店舗のオペレーショ
ン・コストをかなり低減する効果を上げているといわれ孔
　セブンーイレブンも同様である。かつては，バンコクに3カ所の人海戦術型
の物流センターを設置していた。現在では，3種類7カ所の独自の流通セン
ターを有しているが，アメリカのウォルマート系のマクレーン社に各店舗への
商品の流通を担当することを検討している。
　タイにおいて，この新しい消費ブームをになっているのは，乗用軍に手の届
くようになった申問所得層である。彼らは，調味料・カップラーメンなどの食
晶から携帯電話・乗用車などの耐久消費財に至るまで，消費ブームを生じさせ
つつある。彼らはバンコク圏などの大都市消費市場において，高級化と欧米
化・日本化を新しい消費文化として定着させつつある。タイの年間ヒット商品
をみると，1989年にはコンビニエンス・ストア，1990年には郊外型スーパー，
1991年にはコンビニチェーン，1992年には郊外型大型商業コンプレックスが
入っており，消費ブームと流通革命が同時に進行していることがわかる僅o。
　タイの場合は，バンコクヘ人口および経済活動が集中した結果，都市中問層
が流通革命の先頭をきったといえる。バンコクは，1958年と83年の25隼問で人
口が2．5倍，市街地面積が5倍近くになっている。市街地の拡大は，1970年代
の初めまでは東部を中心に，！970年代後半以降は分譲住宅や商業センター，百
貨店建設ブームで，全方位的に発展した。さらに，トンブリー地区との架橋が
その開発と市街地拡大をより促進することとなった。こうした住宅地の郊外へ
の急速な拡大が，広大な駐車場を完備した商業センターの郊外立地やマイカー
を禾■j用した買物行動の浸透を助長することになった。さらに，生活条件の整備
が，人々の郊外居住を一層促進する結果となった臣血。
　こうしたバンコクでのライフスタイル，消費生活の変化は地方にも波及して
おり，チョンブリ県の臨海工業地域およびレムチャバン港を結ぶ道路の沿線の
コンビニエンス・ストアの発展，とりわけガソリン・スタンド併設のコンビニ
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エンス・ストアの発展など目覚ましいものがある。
　つまり，タイでは経済発展の結果，都市化した中産階級の台頭によって，各
地域にあったタラートと呼ばれる市場では，新しいライフ・スタイルに対応で
きなくなりつつある。自動車を所有する家族にとっては，レジャーの一環とし
て家族で買い物に行く形態が一般的になりつつあり，郊外に大規模なショッピ
ングセンターが建設されている。
　また，タイではショッピング・センターや百貨店にスーパーを併設する店舗
はあっても，単独でのスーパーマーケット・チェーンはいまだ少ない。1995年
の半ばで，フードランドが6店，サイアム・ジャスコが4店，サニーが3店に
過ぎなかった。人口規模からいってあまりにも，スーパーマーケットの発展が
遅いといわざるをえない。もちろん，こうしたスーパーマーケットの発展の遅
さには，もともと肉食の伝統が弱く，既存の肉食材提供業者が存在しなかった
という文化的側面が存在したことが影響していることも忘れてはならないであ
ろう。このため，スーパーマーケットは，低価格を訴求することはできないば
かりか，外食に比べ高価な肉食のための食材提供業者になることができなかっ
たのである。このように，スーパーマーケットが当初から低価格を訴求をでき
なかったことが，早期のディスカウント・ストアやコンビニエンス・ストアの
台頭を促す一因となったと考えらオしる。
　こうした大規模な商圏の隙問を埋める形で，コンビニエンス・ストアは多階
層にまたがる学生や若者達をターゲットにして発展しているといえよう働。ま
た，首都のバンコクや観光地のプーケットなどでは，外国人旅行者のコンビニ
エンス・ストア利用が眼を引く。
　セブンーイレブンの競争企業としては，ファミリーマート，ビック・セブン，
ミニマート，am／pmなどがある。過去2，3年急成長しているのが，自動車
社会化にともない白動車道路沿線へのガソリン・スタンドヘのコンビニエン
ス・ストアの併設である。これには，代表的なものとしてエクソンのタイ
　26
　　　　　　　アジア諸国におけるコンビニエンス・ストアの生成と発展　　　　　　27
ガー・マートなどがある。日系では，ファミリーマートがタイ最大の一般消費
財メーカーで卸売商でもあるサハ（Saha）グループ，同国第2位の百貨店であ
るロビンソン（Robinson）グループ，そして伊藤忠商事との合弁でサイアム・
ファミリーマート社（Siam　Family　Mart　Co．，Ltd．）を設立し，1992年に1号店
をバンコクに開店した。1995年12月には，フランチャイズ店1号店を出店して
いる。今後は，同社フランチャイズ店を中心に出店を強化し，2000年には400
店体制を目指している。
　一方，マレーシアではCPグループと同じような多角的なビジネスを有す
るアンター・ホールディングズ社（AntahHoIdingsBhd．）19％，ジヤーデイ
ン・マセソン・ホールデイング（M）社0erdin　Matheson　Holding（M）Sdn．
」Bhd．）42％，カーデン・オタード・ワイン＆スピリット社（KardenOtard
Wine＆Spirit　Sdn．Bhd．）39％の出資比率の合弁で，1984年にコンビニエン
ス・ショッピング社（Convenience　Shoppi㎎Sdn．Bhd．）が設立され，セブンー
イレブンが出店された。1989年にジャーディン社がその所有する株式を香港の
デイリー・ファーム社へ売却した。その後同年に，アンター・グループがデイ
リー・ファーム杜から株式を取得し，最終的にコンビニエンス社の100％の株
式を取得した。マレーシアでは，1984年から！988年にかけて，日系スーパー・
キミサワの閉鎖にみられるように，小売業は不況であったためデイリー・
ファーム社が株式を売却したものと思われる鰯。同社は，クアラルンブール，
ジョホール，ペナンなどの地域に1995年末で93店舗，1996年末で101店舗を有
　している。
　マレーシアの人々のライフ・スタイルが変化しているので，コンビニエン
ス・ストアは将来性を有していると期待されているが，現在のところマレーシ
アでのセブンーイレブンの発展はそれほど急激なものではない。競争相手とし
ては，Hop－inの他，シンガポールと同じく，エクソン，シェル，BPなどの経
営するG一ストアがある。
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　コンビニエンス・ショッピング社についても，最大の経営上の問題は商品の
供給である。他の国々と同じく，大規模な製造業者は独白の流通組織を宥して
いる。しかしながら，卸売業者による全国流通システムが形成されていないの
で，きめ細かい供給ができないため，現在では流通業者の共同化を考えている
という。また，店舗開発も基本的な問題であり，出店は既存店の業態転換を考
えているが，人材の問題が存在する。そのため，自ら店舗を建設し，社内で訓
練した社員を店長とする社内フランチャイズ制を取り入れている。
　ところで，セブンーイレブンが撤退し，サークルKの活動も限られているイ
ンドネシアにおいては，近年現地企業がコンビニエンス・ストアに進出する動
きが報道されている。同国の流通企業であるパサラヤ・ヌサカルヤ（Pasan
Ray－Nusa　Karya）が1994年に実験店をオープンし，1995年から200－300店を目
標に店舗展開をするという。また，インドネシアのスーパーマーケットの最大
手のヘロー・グループ（HeroGroup）も，スターマートというコンビニエン
ス・ストアの展開を始めている。同社は，スーパーマーケット，ディスカウン
ト・ストア，コンビニエンス・ストアといったような業態の多角化を始めてい
る幽。
　フィリピンは，最近になって，やっと長かった政治的混乱と経済的低迷から
脱却し始め，持続的成長基調を回復している。経済の活性化のなかで，新しい
消費動向も生じ始めている。従来，フィリピンでは，階層別の消費者の二一ズ
を充たすものとして，サリサリ・ストアと呼ばれる小規模雑貨店，バレンケと
呼ばれる集落の中心にある朝市，そしてスーパーマーケット，百貨店，高級専
門店からなる近代的なショッピング・センターがあった㈱。
　しかし，経済回復と同時にコンビニエンス・ストアも急速な発展を始めてい
る。この国でもセプンーイレブンがコンビニエンス・ストアをリードし始めて
いる。フィリピン・セブン社（PhilippineSevenCorporati㎝）が，フイリピン
におけるエリア・ライセンスを所有して，店舗展開をしている。同社は，フィ
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リピンの有名なビジネスマンであるヴィンセント・T．パテルノ（Vincente
Patemo）が所有するもので，1982年10月にライセンス契約をサウスランド社
と結び，1984年2月に1号店を開店している。このセブンーイレブンの1号店
は，同時にフィリピンにおける最初のコンビニエンス・ストアであった。
　その後，フイリピン・セブン社の店舗数の推移は1984年が2店，85年および
86年が3店，87年が8店，88年が14店，89年が19店，90年が25店，91年32店，
92年35店，93年45店と出店店舗は緩慢であったが，1993年45店，94年65店，95
年83店，96年103店と，1993年以降出店速度が加速化している。さらに，97年
度に46店，98年度には54店の出店が予定されており，1998年末までには総店舗
数は200店になると見積もられている。
　現在までのところ，フィリピン・セブン社の出店戦略は，メトロ・マニラと
その郊外地域に限られているが，コンビニエンス・ストアの概念は，この地域
によく受け入れられているようである㈱。
　フイリピンでのコンビニエンス・ストアの発展の要因は，そのままアジア全
体に当てはまる。その発展の要因をフィリピン・セプン社のGMであるヴィ
クター・パテルノ（Victor　Patemo）は，次のように述べている。rアジア諸国
では人口が密集している。家屋は小さい。そのため，食品の保管場所や収納場
所は限られているので，人々が店舗に買い物にいく頻度は高い。なかでも，
フィリピン人は，最も頻繁に買い物に出かけている。」さらに，今後の発展に
ついては，つぎのように述べている。「フイリピンの都市人口は増加している
ので，一その人々の需要を充たす販売形態が必要になる。共働きもまた増加して
いる。そのため，時間や便利さに対する関心がいっそう高まっている。」㈲。
　このような近代的な生活をする人々のライフ・スタイルは大きく変貌しつつ
ある。彼らは，希少な時問を大切にするために，迅遼な買い物を好む。また，
彼らは，夜行型の生活に移りつつあり，同時に安全で，清潔で，明るい店舗を
好む。また，フィリピンでは家庭に買い置きをしておくことを伝統的に好まな
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いし，日常的にタバコを1本ずつ売買する習慣も残っている。そのため，セブ
ンーイレブンはものがなくなったときに買うというタイプの店づくりがなされ，
スーパーマーケットでの買い物と買い物の間に無くなったものを購入したり，
計画していなかった買い物をするための場所となっている。
　フィリピン・セブン社の品揃えは，他の国々のセブンーイレブンと比べて多
く，グリーテイング・カード，電球，氷，ストッキング，口紅など3，000品と
いわれている。また，顧客の満足のいかなかった品物の返品もレシートを見せ
れば認めており，従来の商店と比べるとサービスの質は高まっている。店舗に
は，公衆電話を設置したり，切手の販売やポストの設置など，多くのサービス
も提供している。
　過去3年位の聞に他のコンビニエンス・ストアもオープンし，競争が激化し
ている。他の競争企業には，独立型のものとウエアハウス・クラプ卸・小売り，
ドラッグストア，ガソリン・スタンドなど他の小売形態が出店するものとがあ
る。
　コンビニエンス・ストアにとって立地は非常に重要であるが，現在の出店は
学校，事務所のそば，分譲住宅地の入口，主要なジープニーの運行ルート，バ
スターミナルなど，とにかく人の集まる便利な場所を中心に行われている。同
社は，立地を開拓するために不動産部門を拡充しており，現在30人のスタッフ
を抱えているが，さらに人員を増やすことを考えている。すぐれた立地を得る
ために，同社は弾力的なリース条件を設定し，テナント料を引き下げるために
前払いを行ったり，家主が住めるように2階を増築したり，あるいはビルを建
設してセブンーイレブンのみならず，銀行やファースト1フードなどのテナン
トも募集している。
　しかし現在のところ，フィリピン・セブン社は，出店をマニラ地域に限定し
ており，出店形式は直営店のみとなっている。これは，コンビニエンス・スト
アは都市的な要素の強いものであり，都市化の進んでいない場所での立地は困
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難と考えられているためである。将来は，特定の地域で急速な店舗展開を行う
ために，特定のエリア・フランチャイジーを選ぶことになるかもしれないが，
その場合にはその選定基準は資本力や地域への影響力ではなく，経営力，献身，
共有できる価値観が重要であると，パテルノ氏は指摘している。
5．中国におけるコンビニエンス・ストアの発展
　アセアンに続いて発展が期待されているのが，12億の市場を抱える中国であ
る。いまだ，全体の所得水準は低いといえ，ここ数年来の急速な経済発展は，
新しい小売業の発展をもたらしている。中国政府も，政府統制物資の品目を減
少し，原則として自由な流通システムを構築しようとしている。また，雇用拡
大を目的として，第3次産業の育成を重視しており，規制緩和によって流通業
の活性化が進められている。すでに発展の遅れている卸売分野では，ヤオハン
や伊藤忠が乗り出している。
　小売業では，1993年末には24時問営業のコンビニエンス・ストアが北京に誕
生している。店名は，「祥雲」というものである。首都である北京でも，改
革・開放の影響で，大型デパートができたり「個体戸」という個人商店が形成
されはじめている。しかし，市民の生活は間違いなく夜型になっているにもか
かわらず，住宅地では中型店が存在しておらず，夜遅い買い物には不便であり，
コンビニエンス・ストアがこの隙間を埋める役割を果たすと考えられている鰯。
　1995年末現在で，コンピニエンス・ストアは北京，上海，天津，広州など15
の大都市に合計1，166店があるといわれている。中国のコンビニ唐1号は，北
京の希福チェーンであるといわれており，現在，同店は31店を所有している。
希福チェーンの前身は北京市西城区副食晶公司に所属する小型食品店であり，
経営不振に陥っていたといわれる。その結果，1992年ごろから不採算店を順次
コンビニエンス・ストアに切り換えていったものである。上海では，宏良，家
楽，零零などのコンビニエンス・ストアが存在する。最も成功している宏良も
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希福と同じ小型店が業態転換としてコンビニ化したものである。同社の営業時
聞は，朝7時から夜10時までで，一般の食料品店に比べて5時間も長い。また，
サービスの内容も品揃えが豊富で，公共料金の支払い代行，自転車の空気ポン
プ，近所の独身老人への商晶の無料配達など地域密着型のサービスを提供して，
消費者の利便性二一ズに対応している鰯。
　もちろん，規制緩和を狙って外国系のコンビニエンス・ストアも申国に積極
的に進出しはじめた。すでにみたように，香港のセブンーイレブンのエリア・
ライセンスを宥するデイリー・ファームは，すでに深釧に店舗展開を行ってい
る。
　イトーヨーカ堂もスーパーストアの大型店とともに，コンビニの全国的な展
闘の希望をもっている。そのため，将来は申国の南の地域をディリー・ファー
ムのセブンーイレブン，北の地域をイトーヨーカ堂のセブンーイレブンが担当
するようになるかもしれない。いずれにしても，エリア・ライセンスをめぐっ
て調整の問題が生じてくるのは必至であると思われる。最近の『日経流通新
聞』は次のように伝えている。「イトーヨーカ堂と伊東忠商事は，中国で外国
企業として初めて，チェーンストア展開に乗り出す。近く合弁会社を設立し，
98年にも北京に1号店を出店し，段階的に出店地域を拡大する。コンビニエン
スストアの出店も検討する。申国は外資の小売業に対して店舗数や出店地域を
厳しく制限してきたが，流通近代化の一環で両者に原則として自由な出店と独
自の商晶輸出入権を認めている。出資比率は中国側が51％，日本側はヨーカ堂
が36％，伊藤忠が13％で，ヨーカ堂が総経理を派遣する。」百o。
　日本のコンビニエンス・ストアの中国進出第1号は，ローソンである。ロー
ソンは，現地小売業大手の中国上海華聯集団公司との合弁会社である上海華聯
羅新公司を資本金500万ドルで，ダイエー・グループ（基本的にはローソン）
が70％，上海華聯が30％出資して設立した。1996年7月に1号店，2号店を同
時に出店し，同年10月に上海師範大学前に6店目を出店している。いずれも直
　32
　　　　　　　アジア諸国におけるコンピニエンス・ストアの生成と発展　　　　　　　33
営店で，現地スタッフとアルバイト計10人程度で運営されている。品揃えは米
飯，ファーストフードを中心に約ユ，000晶目と，日本の3分の1程度に絞って
あるが，これはまだ中国人の生活が日本におけるほど多様化・複雑化していな
いことによる。総経理の小島孝雄氏は，中国の人たちも生活が夜型になり，清
潔さ，安全性を志向し始めているので，コンビニエンス・ストアの将来性はあ
ると指摘する亀1〕。
　すでに述べたように，香港のセブンーイレブンが深釧地域にすでに5店出店
している。これは，深釧では経済発展がめざましく市民の所得が上昇しており，
都市型の消費生活様式が根付いており，コンビニエンス・ストアの発展の基盤
が整ってきたと考えられていることによる。
61　まとめ
　以上，アジア諸国における経済発展の段階が異なる国々を通して，流通革命
の実態，なかでもとりわけ成長の著しいセブンーイレブンの発展状況をみてき
た。最後に，この研究の成果をまとめ，アジアでの流通革命の問題点と同時に
将来の展望を考えることにしよう。
　第ユに，アジア諸国では，急速な経済成長の結果都市化が進み，所得が向上
し，新しいライフスタイルの発展により，購買行動も変化しつつある。しかし，
既存企業はその変化に対応することができなくなっている。主婦は働きにでか
け，メイドも雇えないため，既存の朝市には買い物にでかけることができる人
問が家庭にいなくなりつつある。そのため，週末家族で自動車で出かける
ショッピング・センターでの買い物が普及しつつある。そうしたなかで，セブ
ンーイレブンはモダンさや安全性を主張して，新しいタイプの若者を中心にア
ピールし始めている。
　第2に，アジアの諸国では流通革命が起こりつつあるなかで，同時に百貨店，
スーパーマーケット，ディスカウンター，コンビニエンス・ストアといった
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様々な小売業態の発展が同時に進行していることである。欧米の先進国ではひ
とつひとつの小売形態が革新として順番に誕生しているが，後発国になればな
るほど，一度に多様な業態が導入されるようである。
　また，経済発展の恩恵を十分に得ることのできない人々の存在のために，伝
統的な小売経済も存在し，小売形態が階層別になっているのも興味深い点であ
る。
　第3に，これらの小売業態のなかでもひときわ成長が激しいのがコンビニエ
ンス・ストアであり，なぜアジアで急成長しているのかが大きな問題となる。
その理由としていくつかのものがあげられるが，まず第ユに近代的小売企業と
して，便利さ，衛生，快適さなどを訴求し，都市化した消費者の支持を得てい
ることがあげられる。第2は，肉食があまり一般的でなかったアジア諸国では，
スーパーの補完というよりも，食料雑貨店の近代版として独自に発展すること
ができたからである。第3は，アジアの国々では買ってきたものを保管してお
くという習慣も考えもなかったので，手軽に便利に買い物が出来るコンビニエ
ンス・ストアを頻繁に利用することに低抗がなかったことである。
　しかしながら，コンビニエンス・ストアが発展する上で，問題が存在しない
わけではない。その第1は，アジアのどの国においても，十分な問屋制度が存
在していないことである。したがって，近代的な小売企業の成立のためには，
物流をはじめ流通システムそのものを白ら構築しなければならない。セブンー
イレブンのエリア・ライセンスを取得している各国の企業，あるいはアジアヘ
進出している日本企業などは，この卸売機能を果たすビジネス活動に進出する
ケースが多い。
　第2は，台湾の統一発票，借地借家法の欠如にみられるように，アジア各国
ではまだ近代的な小売企業の活動を支援する制度が十分に発展していないこと
である。一方で，アジアの国々では日本の「大規模小売店舗法」のようなもの
が存在しないので，近代小売業の発展が急速化することも考えられる。さらに，
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今後国民の生活水準が向上し，肉食の一般化，人件費の向上などがみられるよ
うになれば，一気に既存の小売業態の店舗数が減少するものと予想され，その
ような状況が生じた場合には，業態問の調整が大きな政策課題となる可能性も
ある。
　また，タイにみられるようにデイベロッパーが小売企業に20年一30年の一括
前払いリースを提供し，小禿業者に大きな負担がかかったり，輸入関税率が高
いため一部の大手サプライヤーの寡占を許し，小売業自体の発展を阻害してい
るケースもみられる。
　第3は，近代的なサービス観念あるいは経営意識をもった人材の育成が大き
な問題となっていることである。従業員のジョブ・ホッピングの問題のみなら
ず，店員や納入業者の運転手などの商品在庫のごまかしなど，経営上に大きな
問題を投げかけている。
　今まで急成長してきたアジアのセブンーイレブンをはじめとするコンビニエ
ンス・ストアが，近代的な小売形態として今後ともに消費者に受容されるには，
以上のような問題を解決せざるをえない。しかし，これらの問題は一朝一夕に
できるものではない。近代的な流通システムとマネジメントを確立できるかど
うかが，セブンーイレブンをはじめとするコンビニエンス・ストア各社の今後
の発展ばかりか，アジアにおけるコンビニエンス・ストア全体の発展の鍵を握
るものである。アジア諸国のコンピニエンス・ストアの発展は，成長のみを目
指す段階からコンビニエンス・ストア・システムを確立する新しい段階に達し
たといえる。
注ω　rアジ研　ワールド・トレンド』（アジア経済研究所，第6号一996年9－1O月）。この号は
　　「発展途上国の消費生活」という特集を組んでおり、アジア，アフリカ，南アメリカの消費生活
　の変化とそれに対応した流通産業の変化を簡潔にまとめてある。
12〕日米のセプン㌧イレブンの発劇こついては，次を参照苗川辺信雄『セプンーイレプンの経営
　史」（有斐閣，1994年）。
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13）獄原芳雄「域内市場の拡大と消費革命一生産し消費するアジアヘー」（丁ジェトロセン
　サーj1996年11月）。
141　「瞳かな時代」閥近，勢い付く個人消費，日本からもノウハウ」（『日本経済新剛ユ996年6
　月3日）。
｛5〕　Richard　Robinsoo　and　David　S，G，Goodman，丁加〃壇ωR｛励舳λ∫｛囮．”o加加P庇榊∫、”oD‘崩岨〃ち
　〃〃棚加一α蜆53R伽〃j㎜，（Routledge、ユ996）この文猷は，中産階級やブルジョアという概念と
　は巽なった「ニュー・リソチ」という概念を導入し，所得，住宅，教育，ライフスタイルなどの
　観点からニュー・リッチの特徴を説明し，このライフスタイルと消費生活，そしてその政治的立
　場についてふれている竈しかし，内容はサブタイトルの割には政治的な側面の方が強い。
16〕鳥羽欽一郎「アジア流通圏の誕生」｛悸刊消費と流通』Vol．、No4．1986年秋季号），和田充夫
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